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○議長（石橋英和君）順番３、４番 楠本君。 

〔４番（楠本知子君）登壇〕 

○４番（楠本知子君）ただ今、議長のお許し

をいただきましたので、通告に従い一般質問

をさせていただきます。 

 １番目、「障害者優先調達推進法」の周知と

活用施策についてです。 

 障がい者がつくった製品（物品）や提供す

るサービス、役務を優先的に購入するよう、

国、地方自治体などに求める「障害者優先調

達推進法」が４月からスタートいたしました。 

 現在、全国の障がい者総数は約744万人で、

このうち、雇用施策の対象者は約322万人おら

れます。そのうち、一般企業就労者は約37万

人にとどまっております。福祉的就労も二十

数万人という実態があります。一般就労が困

難な方々の就労環境はさらに厳しく、自立に

はほど遠く、就労継続支援Ｂ型（非雇用型）

の平均工賃は一人当たり月額１万3,586円と

なっています。 

 この法律の制定で、工賃のアップや就労機

会が拡大すること、景気の動向にかかわらず

仕事を確保できること、国や地方自治体だけ

でなく民間需要の掘り起こしも盛り込まれて

おることなど、さまざまな改善策が盛り込ま

れております。 

 この新制度を、より実効性のある制度に育

てていただきたく、障がい者の就労環境の向

上につながりますことを願い、お伺いいたし

ます。 

 ①障がい者の雇用施策の対象者は何人おら

れますか。②一般企業への就労者は何人おら

れますか。③障がい者施設での就労者は何人

おられますか。④障がい者施設で就労継続支

援Ｂ型（非雇用型）の平均工賃（賃金）はい

くらですか。⑤市からこれまでどのような物

品、また、どのような役務を発注されていま

すか。今後の発注拡大策についてお聞かせく

ださい。⑥市が入札を行う際の業者の条件と

して、障がい者の雇用率や障がい者就労施設

との取引状態がどうかなど、考慮してはどう

ですか。 

 ２番目、補聴器購入の助成について伺いま

す。 

 補聴器は高性能になるほど雑音が入りにく

く、快適なサポートをしてくれますが、価格

は片耳だけでも数十万円以上となり高額です。

両耳で70㏈以上の音が聞こえないなど、高度

の難聴の人には障害者手帳が交付され、補聴

器購入費用の助成を受けることができます。

しかし、ささやき程度（30以上70未満㏈）の

音が聞き取りにくい、軽度から中度の難聴の

人には補助制度がなく、言葉を覚え始める２

歳から補聴器を利用しないまま成長すれば、

会話や学習能力に支障を来すと言われていま

す。 

 この夏より、補聴器の購入において、難聴

と診断されながらも障害者手帳を取得できな

い18歳未満の人を対象に、和歌山県は３分の

１を助成するとなっており、今後、市町村の

独自の上乗せ額を検討するとなっていますが、

検討していただけるのかお伺いいたします。 

 以上、２項目について、ご答弁をよろしく

お願いをいたします。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君の質問項

目１、障害者優先調達推進法の周知と活用施

策に関する質問に対する答弁を求めます。 

 健康福祉部長。 

－49－ 



〔健康福祉部長（枡谷俊介君）登壇〕 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）障がい者の雇

用施策の対象者数についてお答えいたします。 

 各種障害者手帳所持者で、年齢別人口のう

ち、労働力の中核をなす15歳以上65歳未満を

生産年齢人口として集約いたしましたところ、

24年度末で身体障害者手帳所持者は806人、療

育手帳所持者は347人、精神障害者保健福祉手

帳所持者は299人、合計1,452人が障がい者の

雇用施策の対象者となります。 

 次に、一般企業への就労者は、ハローワー

ク単位での人数把握（橋本・伊都圏域内）に

なりますが、24年度末で199名の方が就労して

います。内訳は、身体障がい者が111名、知的

障がい者が70名、精神障がい者が18名です。 

 次に、障がい者施設での就労者数について

ですが、一定期間、就労に必要な知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行う就労移行

支援事業は29人、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行

う就労継続支援Ｂ型が133名、雇用契約を締結

し、前述の訓練を行う就労継続支援Ａ型18人

で、合計180人の支給決定をしています。就労

系の事業所は橋本市内に、ふれあい工房、夢

あじさい、あるぺじお、かみひこうき、むく

のきの５事業所、かつらぎ町には、和、ソプ

ラス、サングリーンきのくにかつらぎ営業所

の３事業所があります。 

 次に、就労継続支援Ｂ型の平均工賃（賃金）

ですが、橋本・伊都圏域内の事業所の平均は

平成23年度7,567円、平成24年度は7,754円と

推移しています。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

〔総務部長（北山茂樹君）登壇〕 

○総務部長（北山茂樹君）次に、５点目の質

問についてお答えします。 

 まず、橋本市役所や橋本市民病院、保健福

祉センター、地区公民館等に障がい者就労支

援施設の飲料水自動販売機を設置しています。

物品購入では、市民生活環境課がごみ袋（小）

を施設より購入しているほか、衛生自治会に

おいてもＥＭぼかしなどを施設から購入して

います。また、昨年度は保健福祉センターオ

ープンに伴い、記念品を市内各施設に発注し

ました。役務の提供では、橋本市図書館にお

いて、書架整理の委託業務、市街地開発事務

所において、橋本市再開発住宅の共用部分（廊

下や階段）の清掃委託業務を施設に委託して

います。 

 今後も福祉課と管財課が連携し、就労支援

施設の受注体制等に係る情報を共有した上で、

調達可能なものにつきましては検討し、発注

してまいりたいと考えています。 

 次に、６点目の質問についてお答えします。 

 入札時の業者の条件に、障がい者の雇用率

等を考慮することについては、建設業では市

内業者の等級別格付けで地方基準点に点数を

加算し、等級に反映するという方法が一般的

に行われていますが、物品や役務の場合、市

内業者優先というルールがありますが、等級

別格付けはしておらず、どのように加味する

か非常に難しいところがあります。 

 つきましては、平成26年２月に入札参加資

格申請の受付を実施しますので、申請時の事

業者の「障がい者の雇用率」や「障がい者就

労施設との取引実績」等を入札参加資格申請

時の提出資料に追加し、その結果を踏まえ、

また、近隣の自治体の状況も見ながら、具体

的な方針を検討してまいりたいと考えます。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君、再質問

ありますか。 

 ４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）ご答弁詳しくいただき

まして、ありがとうございます。１番から６

番までということで、行ったり来たりするか

もわかりませんけれど、よろしくお願いしま
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す。  次に、非雇用型の平均工賃につきましては、

先ほどご答弁いただきまして7,754円という

ことでしたので、全国平均よりもさらに低い

ということがわかりました。この7,754円なん

ですけど、これは具体的に、だいたい自給に

したらいくらになるのかなと計算させてもら

うと、１カ月、５時間働いて20日働いたとし

て100時間。100時間とさせていただいて１時

間、時給77円ということになるかと思います。

時間給100円にも満たないということで、本当

に低工賃だなということになってくるわけで

ございます。 

 橋本市内における障がい者の、いろんな就

労実態を聞かせていただきました。その中で、

障がい者の雇用施策の対象者が1,452人とい

うことでございまして、その中で、一般企業

の就労者は199名と。これ、計算させていただ

きますと約13.7％になります。次に、障がい

者施設で就労していただいている方が、これ

は伊都圏内ということになるんですが、約180

名ということで、これは計算させていただき

ますと12.4％の方になるかと思います。残り

が1,073名の方、これは73.9％の方になるわけ

ですけれども、そういう方は在宅でおられる

のか、または在宅にて就労をされておられる

のか、その辺はいかがでしょうか。 

 和歌山県の県下におきましても、こういっ

た福祉施設においての工賃水準向上をめざし

て、この工賃を倍増していこうという倍増５

カ年計画を立てておられるわけですけれども、

県下の水準からいっても大変低い金額だなと

いうことになってくるかと思うんです。やっ

ぱり福祉施設の中では、本当に厳しい雇用関

係があるのかなという、収入に結び付くのが

大変なんだという施設もたくさんあるのかな

というふうに思うんですけれども、こういっ

た一握りの人の声、また、こういった低い工

賃ということを考えていただいて、こういっ

たところのご感想といいますか、部長のご感

想をお聞かせいただけたらと思います。 

○議長（石橋英和君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）すいません、

そのあたりについては、どういう状況か把握

しておりません。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）把握をされていないと

いう状況はわかりました。 

 次に、この橋本市の長期総合計画の中で言

われている人口の中で、生産年齢人口と言わ

れている15歳から64歳までの方になるんです

が、橋本市全体で、これは平成23年度になる

んですけど、約４万3,000人と言われてます。

この４万3,000人のうち、４万人と考えても、

この障がい者の雇用施策対象者は1,452人に

なりますので、これはパーセントにすると約

3.6％になってまいります。さらに細かく言い

ますと、一般企業で就労されている就労者、

就労施設で働かれておられる方は379名でし

たので、約４万人で割らせていただきますと、

これは0.9％ということで、１％にも満たない

ということになります。何を言いたいかとい

いますと、本当に届かぬ人の声やということ

を言わせていただきたいと思います。 

○議長（石橋英和君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）就労支援Ｂ型

というのは非雇用型でございますので、雇用

環境から見ますと、かなり低賃金で申しわけ

ないことだなとは感じますが、就労支援の部

分も、働く場の提供とともに、知識及び能力

の向上のために必要な訓練も行っております

ので、訓練という面もございますので、環境

的には悪いとは感じますが、この程度のこと

でしようがないことかなと感じております。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）私自身は、すごい本当
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に低工賃で働いておられるんだなということ

を実感しているところなんですけれども、そ

ういった中で、この４月に障害者優先調達推

進法というのができたということなんです。 

 この法律なんですけれども、これは国、ま

たこの橋本市、また和歌山県が、優先的にこ

ういった方々のつくっている物品や、また役

務という、働ける仕事を優先的に地方自治体

が発注をしていきましょうという法律ですけ

れども、その法律も、この４月にそういう形

になる前に、障がい者の名前が違って、ハー

ト購入法とかいう法律が出ておったらしいで

すけれども、そういったのが2008年からです

から、今から５年前に出てたんですけれども、

なかなか成立しなくて廃案になったりとか、

また、政権がかわりましてから、ずっとその

まま据え置いた形になってきて、今回やっと

昨年にそれが成立して、この４月から施行に

なったという中で、こういった全国でやっぱ

り障がい者の方の福祉のいろいろ関係してお

られる方にとっては、非常に意味のある法律

ができたということで、大変喜ばれておると

いうことをお聞きしたんですけれども、そう

いうことで、この法律自身をしっかりと、市

として、今も、これまでも福祉課を中心にし

たり、また管財課を中心してやっていただい

ているわけですけれども、こういった法律は

もっと積極的に市が取り組んでいきましょう

という法律ですので、そういった法律をしっ

かりと市として共有していただけているのか

どうか、その辺についてお伺いさせていただ

きます。 

○議長（石橋英和君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）議員おただし

のとおり、25年４月１日から障害者優先調達

推進法が施行されましたので、この障害者優

先調達推進法は、自治体にとっては、障がい

者就労施設等の受注機会の増大を図るために

必要な措置を講ずる努力義務を実際に課すも

のでございますので、そういう意味を十分踏

まえた上で対応していきたいと思っておりま

す。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）よろしくお願いをいた

します。これまでも、先ほど部長が紹介をし

ていただきましたように、障がい者の方々の

どのような物品、またどのような役務を発注

されていますかというところで、いろいろお

答えをいただきました。 

 この、今後の発注拡大対策について、例え

ば、具体的にどのようなことをしていただけ

るのかなというところが一番注目するところ

なんですけれども、例えば、あるところの自

治体ですけれども、市が発注をされる封筒な

んかに簡単なスタンプを押したりとか、また、

書類に入れる軽度な作業とかを市の庁舎内で

発注をする、そういった障がい者就労支援事

業というのを行っておられる自治体もあるん

ですけれども、例えば、そこからもっと各部

局にいろんな仕事を発注していただいて、水

道課やったら水道のメーターの分解とか、そ

んな仕事を発注したりとか、もしパソコンが

できる方であればパソコンを入力したりとか、

いろいろあるかと思うんですけれども、そう

いったのをされている自治体もあるんですけ

れども、そういったことを今後考えていただ

けないかどうか。 

 また、この法律ができたので、毎年障がい

者施設から、どんな物品ができるのか、調達

できるのかなということで、まず、調達の方

針というか、それをちゃんと作成をしていた

だいて、１年過ぎてその実績を公表をしてい

こうというふうなことが、これはやらなけれ

ばならないことではないですけど、こういう

ことをやっていきましょうということをうた

ってあるんですけれども、そういったことを
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具体的にやっていただけると、今まで以上に

発注について拡大をしていただけると思うん

ですけど、そういった何か具体的なことをお

考えいただいているのか、お伺いさせていた

だきたいと思います。 

○議長（石橋英和君）総務部長。 

○総務部長（北山茂樹君）まず、先ほどから

ご答弁を申し上げましたとおり、市といたし

ましては、できる限り障がい者施設のほうで

できるものについてはお願いをしておるわけ

でございます。いろんな作業ということも言

われましたんですけども、保健福祉センター

の記念品の袋詰め作業等々も施設のほうへお

願いをしたという実績もございます。 

 今後ですけども、市といたしましては、や

はり各障がい者施設が何をできるのかという

のがまずわかってなければ、市として発注は

できないというように思ってますので、でき

れば、やっぱり市内の各障がい者施設ででき

るもの、作業等々をできる限り早く調査をさ

せていただきたいと思っております。 

 その上で、例えば、毎年各課から予算が上

がってくるときに、その中でいろんな、例え

ば、竣工する場合の記念品ですとか、いろん

な記念品等々があれば、それに合致するもの

があれば、できる限り障がい者施設のほうへ

発注をかけていくというようなこともできる

かと思いますので、その点からいいましても、

やはり各施設の調査が大事かなと思っており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（石橋英和君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）今、総務部長

のほうから、どういうことができるか、どう

いう製品をつくることができるかという一覧

表という話が出たんでございますが、今現在、

伊都障がい者就労・生活支援センターと、そ

れから、１市３町と障がい者施設でつくって

おります橋本・伊都自立支援協議会の就労支

援部会で、先ほど部長が言いました、その一

覧表を今現在作成中でございますので、でき

ましたら今後、管財課等と情報共有を持って

努めていきたいと思います。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）ありがとうございます。 

 発注する側は市で、受け手側が福祉施設に

なりますので、一体福祉施設が何を発注でき

るのよということになると思うんです。で、

その発注メニューがわからなければ何を発注

していいかもわからないと思うので、その辺、

今部長言っていただきましたように、何がで

きて何ができないのかということをしっかり

やって、ご検討いただきたいと思います。 

 また、発注したいと思っている、こんなこ

とをやりたいと思っている施設がありますが、

しかし、発注される側はどんなことを発注し

たいのかということもあります。そういった

お互いの、何ていうか、したい側とされたい

側の意見交換とかそういう場については、こ

れまでどのような形でされてきたのか、また、

今後そういう場を持っていただけるのかどう

か、お伺いしたいと思います。 

 例えば、役務におきましても、いろんな福

祉施設のほうから、例えば、草刈りであった

りとか、ビルの清掃であったりとか、させて

いただきたいというのがあって、でも、発注

する市側が、それに対して、そこの施設が十

分な対応ができないということもございます。

そしたら、できない部分をどこができないの

か、また、シルバー人材センターと一緒に仕

事をさせていただけたらうまくできるのにと

いうふうな福祉施設からのお声がありますけ

れども、そういったお声をどのように拾って

いっていただけるのか。何もかも福祉施設が、

万全な体制で発注されたことに対して受けら

れるかといったら、なかなか受けられないと
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いう実情がありますので、そういったとこら

辺を、いろいろ話し合いの中で、ちょっとで

も発注を増やす方向を考えていただけるよう

な場を持っていただけたらと思うんですけれ

ども、いかがでしょうか。 

                     

（午後１時00分 再開） 

○議長（石橋英和君）休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

○議長（石橋英和君）健康福祉部長。  ４番 楠本君。 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）まず、第１点

の協議をしているかどうかという話ですが、

先ほど言いましたように、１市３町と障がい

者施設で橋本・伊都自立支援協議会の就労支

援部会、橋本・伊都自立支援協議会というの

がございまして、その中にいろいろ部会があ

るんですけれども、その中に就労支援部会と

いうのがございまして、先ほどおっしゃられ

たような、どういうものができるかとか、ど

ういう役務を提供するのが可能かとか、そう

いうことについては今までも話し合ってきて

おりますので、これからもまた話し合ってい

きたいと思います。 

○４番（楠本知子君）続きまして、もう少し

すいません、５番についてお伺いさせていた

だきます。 

 今後の発注拡大策についてですけれども、

これから和歌山国体に向けて、またいろんな

意味での物品の発注やら役務があるかと思う

んですけれども、理事にできたらお伺いした

いと思うんですけど、例えば、Ｔシャツとか

シャツ、そういったものに後ろにプリントを

かけていただきますと、橋本頑張れとか、例

えばいろんなことができるかと。また、物品

の発注がさせていただけるんではないかと思

います。また、役務においても国体に向けて、

障がい者の方でもできるいろんな役務がある

かと思うんですけれども、そういったところ

に対して、目配り・気配りをしていただけた

らと思うんですが、ご答弁いただけますでし

ょうか。 

 それから、もう一つ、どこができなくてや

っていけないか、その辺をどうするかという

話でございますが、市としても外部委託の中

で事業所が受け入れられそうな作業がどんな

作業であるかというのをこちらでも提示させ

ていただきたいと思いますし、また、施設間

のコラボといいますか、先ほどシルバー人材

センターと施設との共同でというお話もござ

いましたけども、そういうコラボができるの

かどうかということについても、また検討し

ていきたいと思います。 

○議長（石橋英和君）理事。 

○理事（吉田長司君）今年度からかなり、去

年からＴシャツは調達しておったわけでござ

いますけども、今年度、実行委員会ができま

して、実行委員会の中でかなりの買い物をし

てございます。それと、来年度につきまして

も同じような形で進めますので、今まではそ

ういうことをあまり意識していなくて、調達

の中ではしてなかったわけでございますけれ

ども、一度、福祉のほうと、また管財のほう

と相談しながら、市の内部でも検討していく

というようになってございますので、同じよ

うに考えていきたいというふうに考えてござ

います。 

○議長（石橋英和君）楠本議員にお尋ねいた

します。今、質問の途中ではありますが、再

質問、まだ続きますか。 

○４番（楠本知子君）はい。もうちょっと。 

○議長（石橋英和君）それでは、途中恐れ入

りますが、この際、４番 楠本君の再質問を

保留し、午後１時まで休憩いたします。 

（午後０時６分 休憩） 
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○議長（石橋英和君）４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）ありがとうございます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 ６番目の入札につきましては、部長より前

向きなご答弁をいただけたかと思います。少

しでも、民間企業の就労につきましては、現

況といたしまして、身体障がい者の方が806

名中111名が行かれているということで約

13.7％。また、その他の障がいの方が646名で、

一般企業への就労をされている方というのが

88名ということで、これも約13.6％になって

おります。本当に、一般企業へ就労するとい

うのは大変難しいということで、また、受け

入れていただける企業も、なかなかもう目い

っぱいやというふうなことをお聞きしている

わけですけれども、そういった中で、市自ら

がそういった入札制度を取り入れていただき

ますことによって、民間の需要も高まってく

るのではないかということで、期待をさせて

いただきたいところでございますので、どう

ぞよろしくお願いをいたします。 

 これで、１番目の質問を終わらせていただ

きます。 

○議長（石橋英和君）次に、質問項目２、補

聴器購入の助成に関する質問に対する答弁を

求めます。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（枡谷俊介君）登壇〕 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）それでは、補

聴器購入の助成についてお答えいたします。 

 和歌山県において、平成25年４月１日から

身体障害者手帳の交付基準に該当しない、

中・軽度の難聴児（18歳未満）の補聴器購入

について補助を行うことになりました。これ

により、補聴器の装用が遅くなることで言語

発達の機会を失し、教育上の遅れが発生する

ことを防止できると考えています。 

 県の補助率は、市県民税課税世帯は補聴器

購入費の３分の１、非課税世帯は２分の１を

補助することに決まりました。県と協議を行

い、橋本市としては、市県民税課税世帯は３

分の１、非課税世帯は２分の１を上乗せで助

成する予定です。そのため、10月実施に向け

実施要綱を作成し、予算については９月補正

での対応を考えています。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君、再質問

ありますか。 

 ４番 楠本君。 

○４番（楠本知子君）ありがとうございます。 

 補聴器の購入の助成につきまして、今回、

県とあわせて市も上乗せしていただけるとい

うことで、感謝申し上げたいと思います。 

 この補聴器の使用におきましては、成長期

の方にとっては聴力の変化があったり、また、

一度買っても何年かしたら合わなくなってし

まったりということで、耐用年数は５年程度

とかいうふうにも言われております。また、

年々、精度がいい製品が出ているということ

で、そういった中で価格も上がってくるとい

う中で、進んでいる自治体では、この助成を

１回だけではなく、３回程度助成を拡充して

いる自治体もございます。今回、１回ですよ

ね。１回助成をしていただけるということで

ございますので、これで終わらせていただき

たいと思いますけれども、また、１回と言わ

ずに拡充をしていただけるように要望させて

いただいて、終わりたいと思います。 

 ありがとうございます。 

○議長（石橋英和君）４番 楠本君の一般質

問は終わりました。 

 健康福祉部長の発言を許します。 

 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（枡谷俊介君）午前中の阪本

議員の、ふれあいサロンの相談はどこで受け

るかとのご質問につきまして、私、地域包括

支援センターとお答えいたしましたが、いき
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いき長寿課でございましたので、おわびして

訂正させていただきます。 

 よろしくお願いします。 
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